
  

山口市国民健康保険高額療養費支給申請手続の簡素化に関する要綱 

  

（趣旨） 

第１条 この要綱は、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第５７条の２に規定す

る高額療養費の支給に関し、国民健康保険法施行規則（昭和３３年厚生省令第５３号。以

下「法施行規則」という。）第２７条の１７の規定に基づき、高額療養費の支給申請に係

る手続を省略すること（以下「手続の簡素化」という。）について、必要な事項を定める

ものとする。 

 （対象者） 

第２条 手続の簡素化の対象者（以下「対象者」という。）は、次に掲げる要件の全てに該

当する者とする。 

(１) 法施行規則第２７条の１６第１項に規定する月間の高額療養費（以下「月間の高額療

養費」という。）に係る療養があった月の初日において、国民健康保険の世帯主であるこ

と。 

(２) 国民健康保険料の滞納がないこと。 

(３) 医療機関が実施している診療事業等により自己負担額が減免されていないこと。 

（手続の簡素化） 

第３条 対象者は、別に定める申請書により振込先の口座を指定して、市長に申請すること

により、当該指定口座の登録が完了した月の翌月以降における月間の高額療養費の支給申

請を省略することができる。 

 （高額療養費の支給） 

第４条 市長は、前条に規定する申請を受理した場合は、これを審査し、第２条に規定する

要件に該当すると認めたときは、当該申請のあった月の翌月以降の月間の高額療養費につ

いて、法施行規則第２７条の１６の規定にかかわらず、高額療養費を支給することができ

る。 

２ 市長は、前項の規定により高額療養費を支給する場合は、その旨を当該対象者に通知す

るものとする。 

 （手続の簡素化の停止） 

第５条 市長は、第３条の規定により手続の簡素化をした対象者から申出があったときは、

手続の簡素化を停止するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合、市長は手続の簡素化を

停止することができる。 

 (１) 第２条に規定する要件に該当しなくなった場合 

 (２) 国民健康保険の世帯主及び当該世帯主の世帯に属する被保険者の資格に異動があった

場合 

(３) 指定口座に高額療養費を振り込むことができなくなった場合 

(４) 第３条に規定する手続の簡素化をした対象者が死亡した場合 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めた場合 

 （その他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和４年１２月１日から施行する。 


